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自己紹介

1973年（昭和48年） 厚生省入省：老人福祉課

環境庁、在スウェーデン日本国大使館、北海道庁の勤務

１990～92年 老人福祉課長

年金課長、保険局企画課長、大臣官房政策課長、審議官などを経て

2002～05年 老健局長

2005～08年 社会・援護局長

2008～10年 社会保険診療報酬支払基金理事長

2010～14年 内閣官房社会保障改革担当室長

2012年〜  国際医療福祉大学大学院教授（2024年4月～客員教授）

 一般社団法人 医療介護福祉政策研究フォーラムを主宰

２０１６年～ 世田谷区地域保健福祉審議会会長
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これからの世田谷の福祉を考える

Ⅰ 福祉を取り巻く状況

Ⅱ 世田谷の福祉について

Ⅲ これからの福祉に向けて
①「看取り」から見えること

②サービスのあり方を考える
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Ⅰ 福祉を取り巻く状況
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福祉を取り巻く状況
〇超高齢社会対応⇒人口減少社会対応
〇長期のデフレ経済⇒諸物価の高騰と大幅賃上げ

＊
〇戦後国際秩序⇒国際政治・経済の不安定化
〇平成の政治改革⇒自民単独で衆院「3分の2」超

＊
〇消費税の社会保障財源化⇒消費税減税論議
〇社会保障の機能強化⇒負担増の回避

＊
〇自然災害の頻発、記録的猛暑など気候変動
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①少子高齢化と人口減少
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日本の総人口の推移

1872年 3,481万人 （1871年戸籍法）

1920年 5,596万人 （最初の国勢調査）

1948年 8,000万人台

1967年 1億人台

2008年 1億2,808万人（人口のピーク）

2025年 1億2,305万人（2025年10月） 国勢調査結果

（2020年▲309.7万人、▲2.5％）
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2026年5月29日 令和７年国勢調査 人口速報集計8



2025年の人口の動態

・出生数は、67万1,236人  (対前年14,937人減少） 

・合計特殊出生率 1.14 （前年は1.15）

・死亡数は、1,589,489人で減少  (対前年15,889人減少) 

・自然増減数は、△918,253人で19年連続マイナス

・婚姻件数は、489,119組で増加  (同4,027組増加 ) 

202６年６月３日 人口動態統計月報年計（概数）



202６年６月３日 人口動態統計月報年計（概数）
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合計特殊出生率の推移（1989年以降）

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2025年 1.14

1989年 1.57

2005年 1.26

20①5年 1.45

11



202６年６月３日 人口動態統計月報年計（概数）
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高齢者人口
（2025年9月15日現在推計）

〇65歳以上人口 3,619万人 （▲5万人）

高齢化率 29.４% （+0.1%）

○75歳以上人口 2,124万人 （17.2％）（+49万人）

○85歳以上人口 690万人 （5.6％)（+１5万人）

13【総務省統計局 2025年9月15日公表】

＋0.4％

＋0.1％



寿命が伸びた日本人
（平均寿命）

1947年 男50.06 女53.96

1960年 男65.32 女70.19  

1970年 男69.31 女74.66

1980年 男73.35  女78.76         

1990年 男75.92 女81.90     

2000年 男77.72 女84.60

2010年 男79.64 女86.39        

2020年 男81.56 女87.71

2024年 男81.09  女87.13

 （寿命中位数 男83.89 女90.04）                
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90歳まで生存する者の割合（2024年）

（90歳まで）

〇男性 25.8%

〇女性 50.2%

（95歳まで）

〇男性 9.3%

〇女性 25.6%

2024年簡易生命表の概況
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総務省 2025年9月14日公表 16



総務省 2025年9月14日公表 17



総務省 2025年9月14日公表

10年前より
＋44万人

10年前より
＋198万人
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「医療、福祉」で働く人

○産業別就労者数 6,828万人のうち

・「医療、福祉」 947万人で３位。

・働く人のほぼ７人に1人は医療、福祉の分野。

製造業 １，０３３万人

卸売業、小売業 １，０２９万人

医療、福祉 ９４７万人（13.9％）

うち女性706万人でトップ（２２．６％）

建設業 ４７８万人

（2025年）
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主な産業別就業者数
（2002年と2025年）
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２０２２年度
（令和４年度）

第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

２０２６年度
（令和８年度）

○ 第９期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計する
と、
・ 2026年度には約２４０万人（＋約２５万人（6.3万人/年）） 
・ 2040年度には約２７２万人（＋約５７万人（3.2万人/年））
 となった。 ※（）内は2022年度（約215万人）比

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、
   ④介護職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１）2022年度（令和４年度）の介護職員数約215万人は、「令和４年介護サービス施設・事業所調査」による。
注２）介護職員の必要数（約240万人・272万人）については、足下の介護職員数を約215万人として、市町村により第９期介護保険事業計画に位置付けられたサービス

見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。
注３）介護職員の必要数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員の必要数に、介護予防・日常生活支援総合事業のうち従

前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員の必要数を加えたもの。

第９期計画期間（2024～2026） 第10期計画期間（2027～2029）

約２１５万人

約２４０万人

約２７２万
人～ ～

～ ～

２０４０年度
（令和22年度）

～～
～～

～ ～

約
25

万

人

約
57
万
人
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（単位：万人）
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119.6 123.3
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150.9
163.0

要介護（支援）認定者数
（単位：万人）

介護職員数の推移

職員数

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数）、「介護保険事業状況報告」（要介護（要支援）認定者
数）

176.5

○ 本表における介護職員数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する職員数。

170.8

(183.9)
183.1

(189.9)
183.3

注１）  介護職員数は、常勤、非常勤を含めた実人員数。（各年度の10月1日現在）

注２） 調査方法の変更に伴い、推計値の算出方法に以下のとおり変動が生じている。

(195.1)
186.8（※３）

210.6

「介護サービス施設・事業所調査」（介サ調査）は全数調査を実施しており、各年度は当該調査による数値を記載。平成12～20年度

介サ調査は、全数の回収が困難となり、回収された調査票のみの集計となったことから、社会・援護局において全数を推計し、各年度は当該数値を記載。（※１）平成21～29年度

介サ調査は、回収率に基づき全数を推計する方式に変更。（※２）平成30年度～

注３） 介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の取扱い

総合事業（従前の介護予防訪問介護・通所介護に相当するサービス）に従事する介護職員は、介サ調査の対象ではなかったため、社会・援護局で推計し、これらを加えた数
値を各年度の(  )内に示している。（※３）平成27～30年度

総合事業も介サ調査の調査対象となったため、総合事業（従前の介護予防訪問介護・通所介護相当のサービスを本体と一体的に実施している事業所に限る）に従事する介護
職員が含まれている。（※４）令和元年度～

（※４）211.9
214.9

(203.0)
194.4

（※２）
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介護職員の減少：▲1.3％
（2022年→2023年）

-9 000

-8 000

-7 000

-6 000

-5 000

-4 000

-3 000

-2 000

-1 000

1 000

介護施設 短期入所 訪問 通所 居住

-3,237

-6,564

-8,374

+509

-7,271
▲3.0

▲0.7

▲1.5

▲1.7

＋0.2

24



25



②社会保障の動向
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（（24.8％）
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629.3

343.6

140.7

GDP 民間最終消費支出 社会保障給付費

対GDP比 ：22.4%
対民間最終消費支出：40.9%

社会保障の大きさについて
（2025年度予算ベース）
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社会保障：39兆559億円
歳出の31.9％

一般歳出の55.7％

財務省資料
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税収：83兆7,350億円
歳入の68.5％

財務省資料
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2025年4月 財務省資料

○歳出が税収を上回る
○差を公債発行で埋めている
○公債には

・建設公債
・特例公債

がある。
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2025年4月 財務省資料

36



37



社社会会保障
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社会保障費の内訳（2026年度）
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財務省資料
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Ⅱ 世田谷の福祉
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①人口

41



世田谷区の人口の推移（2001年～）
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世田谷区の人口（2026年7月）

931,853

31,845

総人口 外国人合計

総人口の3.4%
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2025年における人口増減

人口増減総数 自然増減総数 社会増減総数

5,785

7,598

▲1,783
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低い世田谷区の出生率

2023年7月 世田谷区将来人口推計
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2019年から死亡数が出生数を上回る

2023年7月 世田谷区将来人口推計
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2015年以降、外国人人口は増加傾向

2023年7月 世田谷区将来人口推計47



世田谷区の将来人口推計（コロナ前）
（2017年7月）

2017年 89.2万人 →2042年 108.7万人（約19万人増）
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世田谷区の将来人口推計（2023年5月）
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世田谷区の
将来人口推計（2023年5月）と実績
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世田谷区の人口規模
928世田谷区
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②高齢化
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192,309

81,502
110,807

65歳以上 65～74歳 75歳以上

高齢者人口（2026年1月）
総人口比

（高齢化率）
20.71％

総人口比
11.93％
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世田谷区第１号被保険者
（2025年度 193,865人）

42%

22%

15%

21%
６５～７４歳
７５～７９歳
８０～８４歳
８５歳～

前期高齢者後期高齢者

後期高齢者＞前期高齢者

54



要介護認定者数
（2025年度 42,924人：第1号被保険者）
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要介護認定率
（2025年度 第1号被保険者：22.1％）
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2026年7月1日 高齢者保健福祉・介護保険部会

62.7％
60.5％
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第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
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年齢別要介護認定率の推移
（2018年度～2025年度）

年齢階層が上がると認定率が上昇するが、年齢階層別の認定率は低下傾向にある。

2023年7月5日/26年7月1日
高齢者福祉・介護保険部会
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③福祉の政策
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〇2024年に更新された世田谷区基本計画、地域保健医療

福祉総合計画の下で施策が進行中

第9期高齢・介護事業計画

せたがやインクルージョンプラン 最終年度

健康せたがやプラン（第3次）

〇2027年度からの第10期の高齢・介護事業計画の策定に

向けて審議会で検討中

〇諸物価の高騰・賃金上昇への対応、人材確保が課題
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世田谷区地域保健医療福祉総合計画 62



世田谷区地域保健医療福祉総合計画63



世田谷区の地域包括ケアシステム

○3層構造

全域：世田谷区役所 本庁 １

地域： 総合支所 ５ （保健福祉センター）

地区： 出張所 ２８ （福祉の相談窓口）

○福祉の相談窓口：

行政＋地域包括支援センター＋社会福祉協議会

（あんしんすこやかセンター）
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第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
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第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
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2026年3月13日 世田谷区地域保健福祉審議会資料67
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世田谷版地域包括ケアシステム：
10年の振り返り

平成２６年策定の地域保健医療福祉総合計画において「地域包
括ケアシステムの推進」を打ち出し、高齢者のみならず、あらゆ
る人を対象とした世田谷区独自の地域包括ケアシステムの構築、
推進を各分野横断的に進めてきた。（令和６年度からの計画で
「世田谷版地域包括ケアシステム」と正式に呼ぶようになった）
世田谷版地域包括ケアシステムは令和７年度に１０周年を迎える
こととなり、これを機に改めてこれまでの取組みを振り返り分析
を行うことで、その強みや課題を再認識し、６５歳以上人口の
ピークを迎える２０４０年代に向けて「世田谷版地域包括ケアシ
ステム」のさらなる発展を目指す。

2025年8月1日 地域保健医療審議会資料
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④介護サービスの状況
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世田谷区の
介護サービス

世田谷区の特徴

①施設の割合が低い
②特定施設の割合が
高い

③訪問介護、訪問看護
の割合が高い。

74



全国の
介護サービス
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介護保険サービス給付費の推移
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単位：億円

2000年度
165億円

2025年度
652億円：3.95倍
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介護保険サービス給付費の推移（対前年伸び率）

2015年以降、介護給付費伸び率は
低位で安定

年平均7.9％ 年平均2.5％
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世田谷区の第１号被保険者

保険料(基準月額)の推移

2,967 3,117

3,983
4,275

5,100

5,850

6,450
6,180 6,280

6,989

2000 2003 2006 2009 2012 2015 2018 2021 2024 2025

保険料は当初から２倍以上に上昇。

第８期保険料は、２７０円低下
第９期保険料は、＋１００円
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8期→9期伸び率8期→9期増減額第9期第8期第7期

順位率順位金額順位基準額順位基準額順位基準額

93.7%11200235,600235,400235,300千代田区

86.4%8380136,300195,920185,920中央区

162.5%16155116,40086,24566,245港区

143.1%1120066,60066,40086,200新宿区

191.5%1990216,107166,017136,017文京区

47.1%445826,90056,442106,142台東区

123.3%921066,60076,39026,480墨田区

56.9%6400176,200215,800215,400江東区

76.6%6400106,500146,100205,600品川区

210.0%210176,20096,20076,240目黒区

110.0%160066,600176,000146,000大田区

181.6%18100156,280126,18046,450世田谷区

103.5%9210206,170185,960165,960渋谷区

29.4%2540166,266225,726195,726中野区

133.2%11200116,40096,20086,200杉並区

210.0%210176,20096,200126,090豊島区

152.8%15173146,290136,117116,117北区

66.8%544016,92046,480155,980荒川区

38.1%348796,520156,033175,933板橋区

201.1%207056,67036,60036,470練馬区

23-0.1%23-1046,75016,76016,580足立区

172.2%1715036,86026,71056,400葛飾区

113.4%11200226,100205,900215,400江戸川区

4.0%2466,4106,1646,03723区平均

6,0805,911東京都平均

6,0145,869全国平均
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⑤事業所の状況
世田谷区福祉人材育成・研修センター

『令和7年度 福祉人材に関する 世田谷区福祉事業所調査報告書』

から
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職員の不足感
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外国籍職員がいる
区内特別養護老人ホーム
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59.3％

28施設
93.3％

85



区内特別養護老人ホームにおける
外国籍職員数
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区内特別養護老人ホームにおける
1施設当たり外国籍職員数

5.25
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6.95

9.00
9.83

10.64

2020 2021 2022 2023 2024 2025
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介護ロボット等の導入状況
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Ⅲ これからの福祉に向けて
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①地域で支えるには
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地域包括ケアに必要なもの

○住まい

○医療

○介護

○介護予防

○日常生活の支援

自宅又はそれにかわる住居：住み慣れた地域でくらす

医療と介護の連携：専門職によるサービス

要介護にならない、重度化しない

制度外サービスとの組み合わせ
住民の助け合い（互助）
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超高齢社会のニーズ

〇単身の超高齢者の増加

〇「終身サービス」というニーズ

〇認知症など意思決定支援の必要性

〇悪徳商法などから防衛（消費者保護）
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世田谷区死亡小票分析

〇2024年中の世田谷区民の死亡について分析

〇死亡数 7,825人

〇死亡場所 病院 50.9%、

自宅 23.2%、

有料老人ホーム 14.5%、特養 5.5%

〇「看取り死」 6,609人（総死亡の84.5％）
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「看取り死」では、自宅での死亡よりも
有料老人ホームでの死亡が上回る。
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世田谷区死亡小票分析の結果

〇在宅（自宅や施設）での看取り＞病院・診療所での看取り

〇在宅での看取り：有料老人ホーム＞自宅＞特別養護老人ホーム

〇自宅での看取り数は前年より減少（2023年と2024年の比較）

〇自宅で死亡の4割は異状死。自宅での死亡の10人に１人は「不

詳の死」
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地域福祉の課題
〇自宅で死亡した者の10人に一人が「不詳の死・その

他」⇒地域での「見守り」をどう構築するか。

〇高齢者施設での看取り＞自宅での看取り

⇒高齢者施設での「看取りの質」に注目する必要

〇「看取り」に至るまでの医療と介護の連携がこれまで

以上に重要になる。
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医療と介護の連携

○在宅（自宅や施設）での「看取り」が増加

○それを支える医療と介護の連携が不可欠
・訪問診療（医師）、訪問看護、訪問介護等の連携
・バックアアップとしての病院も重要：「在宅、時々入院」

→専門家・職能団体・事業者の果たすべき役割は
大きい。
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「これからの地域福祉のあり方
に関する研究会」

厚生労働省社会・援護局が設置

2007年10月～2008年3月
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中学校区単位
での地域資源
を考えた
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これを介護についてやってみよう

2023年度箇所9,944中学校数

2024年1月1日千人124,143総人口

2024年1月1日千人36,20965歳以上人口

2023年度億円12兆335介護費用

1中学校区当たり

12,484人人口

3,641人65歳以上人口

688人要介護者数

12億1,012万円介護費用
要介護者一人当たり
175.9万円
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介護サービスの現状（ 1中学校区当たり）

（事業所数）

3.4訪問介護

1.4訪問看護

4.3通所介護

0.8通所リハ

0.7福祉用具

4.6居宅介護支援

1.4認知症GH

0.6特定施設

1.4短期入所

1.1特養

0.4老健
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世田谷区地域保健医療福祉総合計画

介護給付費：23.4億円

1人当たり給付費
156.3万円

世田谷区の
1地区当たりの
社会資源
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②負担なくして給付なし
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社会保障とは

国民 政府

負担

給付
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社会保障とは

国民 政府

負担（税金・保険料）

給付（現金・サービス）

国・地方自治体
保険者

年金、医療、介護、福祉など 118



行政改革に関する第五次答申（最終答申）
1983年3月14日 臨時行政調査会

今後，高齢化社会の進展等により，長期的には，租税負担
と社会保障負担とを合わせた全体としての国民の負担率（対
国民所得比）は，現状（35％程度）より上昇することとならざる
を得ないが，上述のような徹底的な制度改革の推進により，
現在のヨーロッパ諸国の水準（50％前後）よりはかなり低位に
とどめることが必要である。

このような観点から主要な行政分野について，次のような基
本方向での改革を進める必要がある。
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租税負担と社会保障負担
（対国民所得）

1970年：
18.9％

2026年：
28.0％
（＋9.1）

1970年：
5.4％

2026年：
17.6％
（＋12.2）
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社会支出の国際比較（対GDP比）
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国民負担率の国際比較（対GDP比）
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各国2022年の潜在的国民負担率：財務省「国民負担率」125



ネットの国民負担率の国際比較
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日本は「中福祉中負担」か？

〇現在の世代：必要な負担をせずに給付を受け、後世代

に負担を先送り（赤字公債）。

〇現在の社会保障を賄うためには、スウェーデン並みの

負担が必要。

〇日本経済の不振が「高負担」の原因。
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公的負担と私的負担の関係

〇公的負担（税・保険料）を減らせば、私的負担は増え

るという、ゼロサムの関係

〇「負担は少なく、給付は多く」はあり得ない。

〇自助（私的負担）と共助（社会保険）・公助（福祉）

をどう組み合わせていくか。
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25%

13%

22%

28%

12%

医療費の財源＝税＋保険料＋患者負担
(2023年度：48兆915億円）

国（公費）

地方（公費）

税財源:38%

事業主（保険料）

被保険者（保険料）

保険料:50%

患者負担:11.6%
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終わりに
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制度・政策は格段に整備

○問題は、オペレーション

○本庁−５地域−28地区をどのように機能させていくか。

○区役所−社会福祉協議会−事業者− 区民の連携

○医療・福祉・介護、労働・教育・住宅・防犯・防災

等々の連携
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目指すべき世田谷の福祉

○区民の力を引き出し（エンパワーメント）、

区民の参加と活動を促すコミュニティ

・人材が豊富であるという区の特性も生かす

・区民を施策の対象と捉えるのではなく、自ら地域をつく

り・支える存在として位置付ける

○皆に「居場所と出番」があるまちづくり

○「活動と参加」が区民の健康にも貢献する。
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これからの世田谷の福祉の
実現に向けて

〇利用者の目線で考える
〇行政、事業者、区民の協働が必要
〇「実のある施策」を組み立て、成果を重視

〇そのための評価基準
・従来の基準：ストラクチャー、プロセスの評価

→これからの基準：アウトカム、結果重視の評価
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医療・介護・教育などの
ベーシックなサービス

所得 低 高

格差を是正する機能

求められる社会保障の機能
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ご清聴、ありがとうございました。
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